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■輸出不振が続き、景気は減速 

台湾の 2022年 10～12月期の実質GDP成長率は

前期比▲0.4％（前期同＋1.4％）と 2 四半期ぶりのマ

イナス成長となった。需要項目別にみると、半導体需

要の悪化等を受けて製造業の生産活動が停滞し、

輸出と総資本形成はそれぞれ同▲3.9％、同▲2.2％

と、前期（同▲2.5％、同▲1.4％）からマイナス幅が拡

大した。一方、新型コロナウイルス感染状況の改善

や域内旅行の振興策により個人消費は同＋2.9％と

増加した。 

2023年に入ってからも半導体需給は引き続き悪化

しているほか、米国政府が対中輸出規制を強化した

影響も加わり、輸出不振が続いている。2 月の実質

輸出は前年同期比▲19.0％と大幅に減少し、なかで

も、輸出の約 3 割を占める中国・香港向けの機械類・

輸送機器（同▲35.8％）が 4 ヵ月連続で 2 桁減となった（右上図）。半導体の在庫調整は少なくとも 2023 年半ば

まで続くとみられ、当面、輸出は停滞する公算が大きい。 

一方で、消費活動は好調である。活動制限の緩和により人出が回復していることを背景に、春節の消費は好

調を持続し、１月の小売業売上高は同＋4.2％と増加した。先行き、マスク着用義務等の制限が一段と緩和され

るほか、内需刺激策として市民 1 人あたり 6,000 台湾ドルの現金が支給されるため、輸出不振を好調な消費が

カバーし、景気は次第に回復に向かうと見込まれる。 

■インフレは鈍化する見通し 

台湾中央銀行は、インフレ抑制のため 2022 年 12

月に 4 会合連続となる利上げを実施し、政策金利を

1.75％へ引き上げた（右下図）。今後、利上げペース

は鈍り、年内には打ち止めとなる公算が大きい。そ

の理由として、消費者物価指数は 2022 年 6 月の前

年同月比＋3.6％をピークに鈍化傾向にあるほか、米

国の利上げペース鈍化を映じて台湾ドル安圧力が緩

和しており、インフレ圧力が弱まっていることが挙げ

られる。台湾中央銀行の楊金龍総裁は、インフレ率

は 2023 年中に＋2％近辺にまで低下するとの見通し

を示している。 

もっとも、地政学リスクの高まりが景気を下押しす

るリスクには注意が必要である。3 月に開催された中

国の全国人民代表大会で、習近平国家主席は、外部勢力の干渉と台湾独立の分裂活動に断固反対すると述

べ、台湾統一の決意を改めて示し、台湾への関与を強める米国をけん制した。台湾有事への懸念や米中対立

の激化が、台湾への企業進出や投資等を妨げ、景気に悪影響を及ぼす可能性に注意が必要である。 
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（出所）CEICを基に日本総研作成

（注）春節要因調整を含む季調値。
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